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夢、そして未来へ・・・
あなたの明日を応援します。
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平成 22 年 9 月期 平成 23 年 3 月期 平成 23 年 9 月期

皆さまには、日頃より格別のご愛顧、お引き立てを賜り、心からお礼を申し上げます。

また、先般の大震災で被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復

興をお祈り申し上げます。

さて、このたび平成２３年度の半期ディスクロージャー誌を作成いたしましたので、ご高覧賜り、

皆さま方のあすか信用組合へのご理解をより一層深めていただければ幸いに存じます。

今後とも、役職員一同一丸となって邁進していく所存でありますので、なお一層のご支援、ご協

力を賜りますようお願い申し上げます。

理 事 長 金 哲 也

（単位：百万円） 

平成 22 年 9 月期 平成 23 年 3 月期 平成 23 年 9 月期
前期末対比 

預 金 残 高 １８５，４２２ １９２，０６０ １９０，１１６ ▲１，９４３

貸 出 金 残 高 １２３，３８１ １２０，７３５ １１８，７８０ ▲１，９５４

（単位：百万円） 

ごあいさつ 

◆ 預金残高の推移 

流動性預金は個人・法人のお客様ともに増加しましたが、定期性預金については各定期預金の利率を

引き下げした影響により減少したことから、預金残高は平成 23 年 3 月期に比べ 1,943 百万円減少した

190,116 百万円となりました。 

≪主な預金商品≫ 

❏ 特 別 金 利 定 期 預 金  ： 「 あ す か 」、 「 あ お ば 」  

❏ 懸 賞 金 付 定 期 預 金  ： 「 Ｗ チ ャ ン ス 」 

❏ 満期日自由の定期預金  ： 「 い つで も満 期 」  

❏ シルバーエイジの強い味方 ： 「 シルバー定 期 」 

❏ 60 歳以上の組合員限定  ： 「 プ ラ チナ定 期 」  

❏ 東日本大震災復興支援定期 ： 「 希   望 」 

預金・貸出金の状況 
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平成 22 年 9 月期 平成 23 年 3 月期 平成 23 年 9 月期

（単位：百万円） 

（単位：千円） 

平成 22 年 9 月期 平成 23 年 3 月期 平成 23 年 9 月期 

業務粗利益 １，９５６，００９ ３，８３７，９３３ １，９６８，９２３

業 務 純 益 ６７０，９７９ １，３３５，４０３ ６７６，１６０

コア業務純益 ６４５，９９２ １，２２８，０９７ ６６３，５２２

◆ 貸出金残高の推移 

前年度下半期より、総じてお取引先の資金需要が弱まっていることから、貸出金残高は平成23年 3月期に

比べ 1,954 百万円減少した 118,780 百万円となりました。

今後も引き続き、地域社会の発展のために皆様の資金ニーズに積極的にお応えしていきます。 
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業務粗利益、業務純益の推移 

◆ 業務粗利益とは・・・ 

預貸金等の利息差益である「資金運用収支」や各種手数料等による「役務取引等収支」、国債等債券の売買等に

よる「その他業務収支」を合計した利益です。 

◆ 業務純益とは・・・

一般の企業でいう営業利益に相当する概念で、金融機関が本業でどれだけの収益をあげたのかを表す金融機関

固有の収益指標です。 

◆ コア業務純益とは・・・ 

業務純益のうち一般貸倒引当金繰入や債券売買損益等を除いたもので、金融機関としての実質的な収益力を表

す指標です。 
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◆ 自己資本の構成に関する事項

（単位：千円） 

項    目 平成 22 年 9 月期 平成 23 年 3 月期 平成 23 年 9 月期 

出 資 金 ４，２３８，５４０ ４，２１５，０７３ ４，２９６，８４８

利 益 準 備 金 ９２０，０００ ９５０，０００ ９５０，０００

特 別 積 立 金 １，６５０，０００ １，８００，０００ １，８００，０００

次 期 繰 越 金 １７７，１６８ ７６，３６０ ９３，３２９

基 本 的 項 目 （ Ａ ） ６，９８５，７０８ ７，０４１，４３３ ７，１４０，１７７

土地の再評価額と再評価の直前

の帳簿価額の差額の 45％相当額
１２，９３４ － －

一 般 貸 倒 引 当 金 ６５８，９２５ ５７６，６０６ ５６３，９６８

負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

（ 期 限 付 劣 後 ロ ー ン ）
４５０，０００ ３００，０００ １５０，０００

補 完 的項目 不算入 額 （ △ ） － － －

補 完 的 項 目 （ Ｂ ） １，１２１，８５９ ８７６，６０６ ７１３，９６８

自己資本総額（Ａ）＋（Ｂ）＝（Ｃ） ８，１０７，５６７ ７，９１８，０３９ ７，８５４，１４６

控 除 項 目 （ Ｄ ） － － －

自己資本額（Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ） ８，１０７，５６７ ７，９１８，０３９ ７，８５４，１４６

資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項目 １４２，４８３，８７９ １１８，８１０，２０２ １２４，５１２，９８７

オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 ９２５，２７６ ８２４，１４７ ７６０，０５４

オペレーショナル・リスク相当額を

８ ％ で 除 し て 得 た 額
７，０９０，０３９ ７，２３０，４０７ ７，２３０，４０７

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 計 （ Ｆ ） １５０，４９９，１９５ １２６，８６４，７５７ １３２，５０３，４４９

自 己 資 本 比 率 （ Ｅ ） ／ （ Ｆ ） ５．３８％ ６．２４％ ５．９２％

※平成 21 年 3 月期より 24 年 3 月期決算までの間、自己資本比率算出においては「その他有価証券の評価差損」を 

自己資本（基本的項目）から控除しない取扱いとする特例措置（平成 20 年金融庁告示第 79 号）に基づき算出して 

おります。

◆当組合の自己資本比率の主なポイント

自己資本比率 

◆基本的項目（A）は、出資金の増加ならびに利益金の積上げによる内部留保の強化を図り、自己資本の

充実に努めております。 

尚、当組合は自己資本に繰延税金資産は計上しておりません。 

◆補完的項目（B）のうち、期限付劣後ローン 1,500 百万円については、償還まで５年以内になると年 20％

の割合が自己資本に算入できないため、平成 19 年 9 月期より半期ごとに 150 百万円を減額し計上して

おります。 

◆自己資本比率は、リスク・アセット（資産）の増加によっても低下いたします。 

当組合においては、平成 23 年 3 月期に比べ預け金の運用資産が増加し、リスク・アセットが増加してい

るため、自己資本比率は低下しております。
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平成 22年 9 月期 平成 23年 3 月期 平成 23年 9 月期

◆早期是正措置の概要

自 己 資 本 比 率 

是正措置の内容 国際基準 

（海外業務を行う金融機関） 

国内基準 

（国内業務のみ行う金融機関）

８％以上 ４％以上 経営体質が健全であり問題のない金融機関 

４％以上８％未満 ２％以上４％未満 経営改善計画の提出・実施命令 

２％以上４％未満 １％以上２％未満 資本増強計画の提出・実施、総資産の圧縮等 

０％以上２％未満 ０％以上１％未満 自己資本の充実、大幅な業務の縮小等の実施命令 

０％未満 ０％未満 業務の全部又は一部の停止命令 

◆ 自己資本比率とは… 

リスク資産（貸出金など）に対する自己資本（出資金や内部留保など）の割合で、金融機関の経営の健全

性を示す重要な指標の一つです。国内で営業している金融機関には国内基準が適用され、基準に満たな

い場合は金融当局よりその水準に応じて、下記表のとおり早期是正措置（業務改善や業務停止命令）が発

動されます。 

6.24％

国内基準 4％

8％

7％

6％

5％

0％

5.38％

国内基準 

あすか信組

５．９２％ 

自己資本比率＝ 
  自己資本額（  ７，８５４百万円） 

×１００＝ ５．９２％
※リスク資産額（１３２，５０３百万円） 

※資産の内容ごとに信用リスクの度合いが考慮されます。

４％

自己資本比率 

当組合の自己資本比率は上記のとおり 5.92％と、国内基準である 4％を上回っており、経営の健全性・

安全性を十分に保っております。 

5.92％
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◆ 金融再生法開示債権の残高推移 

（単位：百万円）

22 年 9 月末 23 年 3 月末 23 年 9 月末 増    減 

① ② ③ ③－② ③－①

破 産 更 生 等 債 権 ６，５９１ ５，２２２ ４，８６１ △３６１ △１，７３０

危 険 債 権 ５，４１０ ７，３８８ ７，３１４ △７３ １，９０４

要 管 理 債 権 １，６７２ ９５３ ９２１ △３１ △７５１

不 良 債 権 計 １３，６７４ １３，５６４ １３，０９６ △４６７ △５７８

正 常 債 権 １１０，８７０ １０８，２３３ １０６，６７０ △１，５６２ △４，１９９

合 計 １２４，５４５ １２１，７９７ １１９，７６７ △２，０２９ △４，７７７

不 良 債 権 比 率 １０．９８％ １１．１４％ １０．９４％ △０．２０％ △０．０４％

※実質不良債権比率 ８．２４％ ８．９０％ ８．１２％ △０．７８％ △０．１２％

※実質不良債権比率・・・・・総与信合計額（分母）、不良債権額（分子）から個別貸倒引当金を控除し算定しております。 

平成 23 年 9 月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第 4 条に規定するカテゴリ

ーにより分類し、以下の方法により算出しております。 

      上記開示債権算出の前提となる自己査定上の債務者区分については、平成23年3月末時点における自己査定による

債務者区分を基準に、4月から 9月末までに倒産、不渡り等の客観的事象並びに業況の悪化等の事象が発生した先につ

いて債務者区分を見直しております。 

（注）１．「破産更生等債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ

れらに準ずる債権です。 

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権

の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

３．「要管理債権」とは、「3 ヵ月以上延滞債権」（元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 ヵ月以上延滞している貸

出金）、「貸出条件緩和債権」（債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金）です。 

４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生等債権」、「危険債権」、「要管

理債権」以外の債権です。 

総与信額に占める開示額の割合（不良債権比率）は、平成23年3月末対比0.20ポイント改善、平成22

年 9 月末対比 0.04 ポイント改善した 10.94％となっております。 

なお、平成23年 9月末における実質的な不良債権比率は8.12％となっており、資産内容の健全性を着

実に向上させるべく引き続き不良債権の処理を促進してまいります。

不良債権の状況 
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◆ 金融再生法開示債権の保全状況（平成 23 年 9月末） 

（単位：百万円）

債権額 保全等カバー額 カバー率 
貸倒引当金 担保・保証等

破 産 更 生 等 債 権 ４，８６１ ４，８６１ ２，４５１ ２，４１０ １００．００％

危 険 債 権 ７，３１４ ５，８２１ １，２２２ ４，５９８ ７９．５８％

要 管 理 債 権 ９２１ ４６５ ４３ ４２１ ５０．４９％

合 計 １３，０９６ １１，１４７ ３，７１６ ７，４３０ ８５．１１％

（注）１． 「貸倒引当金」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。 

２． 「担保・保証等」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と 

認められる額の合計額です。 

                                    ＜

正常債権 

106,670 百万円 
中核自己資本 

7,140 百万円 

担保・保証、貸倒引当金でカバー

している部分  11,147 百万円

未保全部分 

1,949 百万円

金融再生法上の不良債権

13,096 百万円

金融再生法上の不良債権は 13,096 百万円でありますが、このうち 7,430 百万円が担保や保証でカバーされ

ており、また 3,716 百万円の貸倒引当金を計上していることから、不良債権に対する保全率は 85.11％となって

おります。 

上記の金融再生法上の不良債権における未保全部分は 1,949 百万円でありますが、平成 23 年 9 月期にお

ける中核自己資本7,140百万円（自己資本比率算出上の基本的項目）の十分な範囲内であり、また、出資金等

を除いた利益剰余金 2,838 百万円の範囲内となっていることから、経営の健全性は確保されております。 

金融再生法開示債権と当組合自己資本の比較

利益剰余金部分 

2,838 百万円
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◆貸借対照表

＜資産の部＞ （単位：千円）

平成 22 年 9 月末 平成 23 年 3 月末 平成 23 年 9 月末 

現金 ２，４４２，３５０ ２，９３９，３９７ ２，０９６，０５７

預け金 ７２，４５９，３２７ ３９，５１４，５５１ ７５，１８８，５０５

買入金銭債権 － － －

コールローン － － ５，０００，０００

有価証券 ９１７，１６９ ４２，２２７，９８４ ３，１３４，９１４

貸出金 １２３，３８１，５２２ １２０，７３５，２００ １１８，７８０，９７４

その他資産 ８５６，５９３ ８１２，０６８ ８５５，４６９

有形固定資産 ３，１８５，７７０ ３，０５４，７７６ ３，０３４，４２４

無形固定資産 １２，７０２ １３，４６２ １８，００２

繰延税金資産 ５，９０２ － －

再評価に係る繰延税金資産 － － －

債務保証見返 １，０７８，４５２ ９７３，８１４ ９００，８４９

貸倒引当金 △４，３８１，３４０ △３，５６７，３３９ △４，２３７，７７９

（うち個別貸倒引当金） （△３，７２２，４１５） （△２，９９０，７３３） （△３，６７３，８１１）

資産の部合計 １９９，９５８，４５１ ２０６，７０３，９１６ ２０４，７７１，４１９

＜負債及び純資産の部＞                                  （単位：千円）

平成 22 年 9 月末 平成 23 年 3 月末 平成 23 年 9 月末 

預金積金 １８５，４２２，７４０ １９２，０６０，３００ １９０，１１６，７８７

借用金 ４，３１５，０００ ４，３１５，０００ ４，３１５，０００

その他負債 １，８４２，２１３ １，９８１，２４５ １，９９２，０２９

賞与引当金 １５６，３７６ １４０，４４７ １５７，９０１

退職給付引当金 １４１，５８１ １５４，０８０ １４５，９０７

睡眠預金払戻損失引当金 ５７９ １，８６７ １，８６７

偶発損失引当金 １９３ １６０ ５，７３７

繰延税金負債 － － －

再評価に係る繰延税金負債 ８，９２７ － －

債務保証 １，０７８，４５２ ９７３，８１４ ９００，８４９

負債の部合計 １９２，９６６，０６５ １９９，６２６，９１６ １９７，６３６，０７９

純資産の部合計 ６，９９２，３８６ ７，０７６，９９９ ７，１３５，３３９

負債及び純資産の部合計 １９９，９５８，４５１ ２０６，７０３，９１６ ２０４，７７１，４１９

その他の経営情報 
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◆損益計算書

（単位：千円）

平成 22年 4月 1日から

平成 22 年 9 月 30 日迄

平成 23年 4月 1日から

平成 23 年 9 月 30 日迄
前年同期比 

経常収益 ２，６４４，７８４ ２，５３０，４４２ ▲１１４，３４１

資金運用収益 ２，５５３，５９０ ２，４５８，０１６ ▲９５，５７４

役務取引等収益 ８６，７３３ ７０，８４０ ▲１５，８９２

その他業務収益 ２，７１５ １，３３１ ▲１，３８３

その他経常収益 １，７４５ ２５３ ▲１，４９２

経常費用 ２，３２１，５１５ ２，５５３，７５４ ２３２，２３９

資金調達費用 ６８０，０２０ ５５３，９１４ △１２６，１０５

役務取引等費用 ７，００８ ７，３５０ ３４２

その他業務費用 － ０ ０

経費 １，３１０，０１７ １，３０５，４００ △４，６１６

その他経常費用 ３２４，４６９ ６８７，０８７ ３６２，６１８

経常利益 ３２３，２６９ ▲２３，３１１ ▲３４６，５８１

特別利益 ３，０８２ ３９６，２５３ ３９３，１７１

特別損失 １７８ ２，３３０ ２，１５１

税引前当期純利益 ３２６，１７２ ３７０，６１２ ４４，４３９

法人税、住民税及び事業税 ２１１，２１７ ３５３，６４３ １４２，４２５

法人税等調整額 － － －

法人税等合計 ２１１，２１７ ３５３，６４３ １４２，４２５

当期純利益 １１４，９５５ １６，９６９ ▲９７，９８６

前期繰越金 ６２，２１３ ７６，３６０ １４，１４７

当期未処分剰余金 １７７，１６８ ９３，３２９ ▲８３，８３８

その他の経営情報 
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◆ 預金・融資を通じた地域貢献 

＜業種別貸出残高の推移＞ （単位：先、百万円）

業種別 
平成 22 年 9 月末 平成 23 年 9 月末 

貸出先数 金額 貸出先数 金額 

製 造 業 １４ ８０９ １３ ７９８

農 業 、 林 業 － － － －

漁  業 － － － －

鉱 業、採石業、砂利採取業 － － － －

建 設 業 １６ １，４５８ １３ １，３８０

電気、ガス、熱供給、水道業 － － － －

情 報 通 信 業 － － － －

運 輸 業 、 郵 便 業 1 ０ 1 ２０

卸 売 業 、 小 売 業 ５２ ３，０６９ ５４ ２，３８９

金 融 業 、 保 険 業 １０ ３，１８０ ８ ２，８５８

不 動 産 業 １９５ ４６，０３５ ２１３ ５０，００７

物 品 賃 貸 業 ２ ４ ２ ３

学術研究、専門・技術サービス業 － － － －

宿 泊 業 ６４ ２１，５３４ ７５ ２１，２５９

飲 食 業 ５７ １，５８５ ５４ １，４７９

生活関連サービス業、娯楽業 １１２ ３１，４７０ ９９ ２７，１０２

教 育 、 学 習 支 援 業 １ ２３ １ ２２

医 療 、 福 祉 ４ ２７ ３ １４

そ の 他 の サ ー ビ ス ５１ ６，３６３ ５０ ４，６６９

そ の 他 の 産 業 － － － －

小  計 ５７９ １１５，５６３ ５８６ １１２，００６

個  人 ３９４ ７，８１８ ３３９ ６，７７４

合  計 ９７３ １２３，３８１ ９２５ １１８，７８０

地域貢献について 
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＜地域別預金・貸出金の状況＞                                    （単位：百万円）

地   域 
平成 23 年 9 月末預金残高 平成 23 年 9 月末貸出金残高 

金 額 構成比 金 額 構成比 

東 京 都 １１９，９０２ ６３．０７％ ９１，４３４ ７６．９８％

埼 玉 県 １７，９５３ ９．４４％ ３，０９８ ２．６１％

宮 城 県 ７，６０２ ４．００％ ６，６４４ ５．５９％

北 海 道 ２１，２７１ １１．１９％ ３，７０１ ３．１２％

青 森 県 ７，６７６ ４．０４％ ３，０８７ ２．６０％

秋 田 県 ３，５５９ １．８７％ ７５２ ０．６３％

岩 手 県 ５，４１８ ２．８５％ ９９３ ０．８４％

福 島 県 ６，７３２ ３．５４％ ９，０６８ ７．６３％

合   計 １９０，１１６ １００．００％ １１８，７８０ １００．００％

◆ その他有価証券                                                     （単位：百万円） 

項  目 取得原価 貸借対照表価額 評価損益 

国  債 － － －

地 方 債 ２ ２ ０

社  債 － － －

株  式 ３２ ３２ －

外 国 証 券 ３，１０５ ３，１００ ▲４

合  計 ３，１３９ ３，１３４ ▲４

（注）平成 23 年 9 月末の時価は、月末日の市場価格等で算出しております。

（注）売買目的有価証券、満期保有目的有価証券、子会社・関連会社株式は保有しておりません。

当組合のホームページにアクセスいただければ、当組合の経営理念・方針、沿革、各種商品の 

ご案内、経営内容等について、様々な情報がご覧いただけます。 

http://www.asuka-c.jp

有価証券の時価情報 

当組合では、証券化商品やリスクの高い商品は一切保有しておりません。 


